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１． はじめに 
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 ・ トップマネジメント 
 ・ 業務改革 
 ・ 評価（省力化・効率化の実現） 



















岐阜県 共通化，共同化，アウトソーシング  ○  ○ 
佐賀県 住民へのサービス提供の検証 ○ ○ ○ ○ 
























   
○ 
横須賀市 脱レガシー，最適化計画 ○ ○ ○  
紫波町 住民満足度調査，地域との協働 ○ ○ ○ ○ 
さつま町 ウェブサイトの充実，地域の活性化 ○ ○  ○ 
 
自治体の庁内情報化における成熟度モデルの研究 


















 一方，自治体の組織の成熟度に着目したモデルとして，The Layne and Lee model（Kim 
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   5 創出 新しい価値の創出を行う段階 
水平的統合 最適化されている（５） 
Outcome
管理されている（４）  4 評価 情報化の事後システム評価な 
どを行う段階 





 2 組織 トップマネジメントなど組織 
の体制の整備を行う段階 
処理 再現性あり（２） 












して，研修によって職員の IT利活用のレベルを高めたり，情報リーダーを設置して EUC（End 
User Computing）を推進するなどして，組織の体制を整える段階とする． 
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 送付数 回答数 回答率 
都道府県 47 37 78.7%
市・特別区 718 459 63.9%




 送付数 回答数 回答率 
都道府県 47 45 95.7%
市・特別区 763 432 56.6%
町村 1,630 856 52.5%




 送付数 回答数 回答率 
都道府県 47 43 91.5%
市・特別区 802 475 59.2%
町村 1,041 589 56.6%






―   ― 121
 2006年の調査は，6月から 7月にかけて約 1ヶ月間で調査を行っている．2005年の調査か
ら設問を若干増やして調査を行っている．2006年の回答自治体数を表 5に示す． 
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 2006年の分類結果では，B群となっている CIOの任命は 2004年と 2005年では C群となっ
ている．CIOを任命することは先進自治体のみが行っていることではなく，一般的なことにな
りつつあると考えられる．CIOの任命については，インフラ整備の次の段階であるとみられる． 
 上記の 2006 年における A 群と B 群については，比較的着手が容易なものである．そして，
自治体の情報化を進めるにあたっては必要不可欠な要素となっている． 
 C 群と D 群については，年を経るごとに多くの設問が集まるようになっている．2004 年や
2005年で E群に分類されていた電子決裁の導入が 2006年には D群となっている．また，2004
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CIOの任命において，CIOの職階はどのようなものですか． S LGWANの文書交換システムを使った電子文書のやりとりを行っていますか． 
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